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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 臨時従業員数については、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満のため、記載を省略している。 

３ 純資産額の算定にあたり、第62期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用している。

  

回次 第61期中 第62期中 第63期中 第61期 第62期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 161,826 179,030 197,985 338,159 365,831 

経常利益 (百万円) 24,968 27,547 29,628 52,980 54,719 

中間(当期)純利益 (百万円) 15,224 17,287 18,347 30,554 33,654 

純資産額 (百万円) 197,729 225,006 253,815 212,750 239,986 

総資産額 (百万円) 343,036 400,147 430,642 381,096 408,949 

１株当たり純資産額 (円) 777.78 875.33 990.33 836.31 932.47 

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 59.88 68.23 72.82 119.63 133.10

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 59.88 68.21 72.79 119.61 133.06

自己資本比率 (％) 57.6 55.2 57.7 55.8 57.5 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 13,021 19,139 19,317 44,881 46,471

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △6,935 △13,668 △13,293 △26,015 △30,363

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,231 △9,575 △5,445 △5,160 △23,776

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 51,678 56,828 55,179 60,845 53,655

従業員数 (人) 4,532 4,705 5,088 4,576 4,693 



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 臨時従業員数については、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満のため、記載を省略している。 

３ 純資産額の算定にあたり、第62期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用している。

  

回次 第61期中 第62期中 第63期中 第61期 第62期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 111,571 122,720 138,525 232,315 249,812 

経常利益 (百万円) 22,268 23,104 26,669 44,621 45,596 

中間(当期)純利益 (百万円) 14,667 15,382 17,429 27,463 29,216 

資本金 (百万円) 23,320 23,320 23,320 23,320 23,320 

発行済株式総数 (千株) 255,885 255,885 255,885 255,885 255,885 

純資産額 (百万円) 179,316 197,163 220,841 190,992 208,189 

総資産額 (百万円) 293,882 347,330 367,340 329,629 348,731 

１株当たり純資産額 (円) 705.35 781.63 879.05 750.99 825.15 

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 57.69 60.71 69.18 107.74 115.55

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 57.69 60.69 69.14 107.72 115.51

１株当たり配当額 (円) 10.00 12.00 16.00 20.00 24.00

自己資本比率 (％) 61.0 56.8 60.1 57.9 59.7 

従業員数 (人) 2,141 2,255 2,398 2,142 2,257 



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ない。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員である。 

２ 臨時従業員数については、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満のため、記載を省略している。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員である。 

２ 臨時従業員数については、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満のため、記載を省略している。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人) 

エラストマー事業 1,337 

エマルジョン事業 319 

合成樹脂事業 711 

多角化事業 2,721 

合計 5,088 

従業員数(人) 2,398 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、堅調な企業収益の下支えにより設備投資は底堅い動きを見せるとと

もに、雇用情勢の改善を背景に個人消費も増加傾向を辿るなど、景気は緩やかながらも拡大基調で推移しました。

しかし、原油価格の高騰に加えサブプライムローン問題に端を発する米国経済への警戒感から株価や為替が大きく

影響を受けるなど景気の先行きに不透明感が強まりました。 

当社グループの主要な需要業界におきましては、自動車タイヤの生産は前年を上回り堅調に推移し、自動車や製

紙の生産はほぼ前年並みとなりました。半導体の生産は、メモリー製品での価格下落は見られたもののパソコンや

携帯電話需要が拡大したことにより、前年を上回る水準で推移しました。フラットパネル・ディスプレイは、薄型

テレビの需要拡大が続く中で、液晶パネルの在庫調整の動きが一巡したことで、年央より生産の回復が見られまし

た。 

原料面では世界的な原油需要の増加や中東情勢不安等により、原油価格やナフサ価格が上昇し、石油化学系事業

における主要原材料は軒並み高騰を続け収益の圧迫要因となりました。 

このような状況のもとで、当社グループは、石油化学系事業では、主要原材料価格の高騰という厳しい環境のな

か、収益の安定化を目指し拡販と採算是正のための価格改定に努めてまいりました。一方、情報電子材料を中心と

した多角化事業では、事業の一層の拡大に向けて独自の技術をベースに 先端の材料を継続投入し、グローバルマ

ーケットでの展開に注力いたしました。 

また、コストダウン・プロジェクト「Ｅ－１００」（Efficiency 100％）を推進し、引き続き全グループ企業に

おいて原料、生産から物流まで一体となったコスト削減に努め、収益の改善に取り組みました。 

以上の結果、当中間連結会計期間の連結の売上高は1,979億85百万円（前年同期比10.6％増）、営業利益は301億

11百万円（同9.5％増）、経常利益は296億28百万円（同7.6％増）、中間純利益は183億47百万円（同6.1％増）と増

収増益となりました。 

  

区分 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 比率(％) 

売上高             

 エラストマー事業 56,507 31.6 62,163 31.4 5,655 10.0

 エマルジョン事業 11,564 6.4 12,248 6.2 683 5.9

 合成樹脂事業 30,985 17.3 33,147 16.7 2,162 7.0

 多角化事業 79,973 44.7 90,425 45.7 10,452 13.1

合計 179,030 100.0 197,985 100.0 18,954 10.6

国内売上高 110,464 61.7 113,770 57.5 3,306 3.0

海外売上高 68,566 38.3 84,214 42.5 15,647 22.8



  

区分 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減 

金額(百万円) 売上高比(％) 金額(百万円) 売上高比(％) 金額(百万円) 比率(％) 

営業利益 27,490 15.4 30,111 15.2 2,621 9.5

経常利益 27,547 15.4 29,628 15.0 2,081 7.6

中間純利益 17,287 9.7 18,347 9.3 1,059 6.1



①事業の種類別セグメントの業績 

(エラストマー事業部門) 

合成ゴムの国内につきましては、スチレン・ブタジエンゴム、ポリブタジエンゴムなどの汎用合成ゴムは、

自動車タイヤ生産が堅調に推移し、原材料価格の上昇に対応した価格改定も加わり、売上高は前年同期を上回

りました。エチレン・プロピレンゴム、ニトリルゴムなどの機能性特殊ゴムでは、自動車生産は前年並みに留

まりましたが、需要は引き続き堅調に推移するとともに価格改定に努めた結果、売上高は前年同期を上回りま

した。合成ゴムの輸出につきましては、汎用合成ゴムは省燃費・高性能タイヤ向け溶液重合スチレン・ブタジ

エンゴムの需要が大きく拡大するとともに拡販に努めた結果、販売数量、売上高とも前年同期を大幅に上回り

ました。機能性特殊ゴムは東南アジアや中国向け需要の拡大によりニトリルゴム、ブチルゴムが堅調に推移し

売上高は前年同期を上回りました。 

ブタジエン系及びスチレン・ブタジエン系熱可塑性エラストマーなどのＴＰＥにつきましては、国内では、

需要が回復するなかで拡販に努めるとともに価格改定も加わり、売上高は前年同期を上回りました。輸出につ

きましては、ブタジエン系熱可塑性エラストマーが欧州・中南米向けで在庫調整に伴う出荷減少の影響を受

け、販売数量、売上高とも前年同期を下回りました。 

生産面では、省燃費・高性能タイヤ向け溶液重合スチレン・ブタジエンゴムの需要拡大に対応するべく欧

州・ＤＯＷ社が建設する新製造ラインの50％にあたる年産3万トンの引取権を取得しました。新製造ラインは

2008年下期に完成予定です。高品質な製品の供給体制を強化し、日・欧を拠点にグローバル展開をさらに拡大

してまいります。 

また、エチレン・プロピレンゴムにつきましても、鹿島工場の生産能力を年産３万６千トンへ引き上げ国内

生産の集約化を図るとともに、韓国の合弁会社である錦湖（クムホ）ポリケムの生産能力を2007年8月に年産7

万8千トンまでに拡大しました。ＪＳＲグループとしてゴム用途におけるアジア有数のサプライヤーとしての地

位を確立してまいります。 

収益面では、原材料価格の上昇により収益が大きく圧迫されたため、採算是正のための価格改定に取り組み

ました。同時にＥ－１００プロジェクトを推進しコスト削減に努めました。 

以上の結果、当中間連結会計期間のエラストマー事業部門の連結の売上高は前年同期比10.0％増の621億63百

万円となりましたが、営業利益は原材料価格高騰の影響を受け前年同期比8.3％減の52億15百万円となりまし

た。 

  

〔エラストマー事業〕 

  

区分 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減額 増減率(％) 

売上高(百万円) 56,507 62,163 5,655 10.0 

営業利益(百万円) 5,686 5,215 △471 △8.3 

営業利益率(％) 10.1 8.4 △1.7 ― 



(エマルジョン事業部門) 

主力製品の紙加工用ラテックスは、塗工紙の生産はほぼ前年並みでしたが、ユーザーでのコストダウンを目

的とした使用量低減化の影響を受け販売数量は減少しました。原材料価格の上昇に対応した価格改定に努めた

結果、売上高は前年同期を上回りました。アクリルエマルジョンにつきましては、粘着・含浸材分野での販売

が減少したことにより、販売数量、売上高とも前年同期を下回りました。 

収益面では、原材料価格の上昇により収益が大きく圧迫されたため、採算是正のための価格改定に取り組み

ました。同時にＥ－１００プロジェクトを推進しコスト削減に努めました。 

以上の結果、当中間連結会計期間のエマルジョン事業部門の連結の売上高は前年同期比5.9％増の122億48百

万円、営業利益は前年同期比7.9％減の7億75百万円となりました。 

  

〔エマルジョン事業〕 

  

(合成樹脂事業部門) 

国内につきましては、車両向けの耐熱ＡＢＳ樹脂及び耐候性ＡＥＳ樹脂等の販売は順調でしたが、住宅着工

件数の減少により建材向けが不振であったことや不採算分野からの撤退等により、販売数量は前年同期を下回

りました。特殊・高付加価値分野への拡販や価格改定に努めた結果、売上高は前年同期並みとなりました。 

輸出につきましては、特殊・高付加価値分野への拡販やアミューズメント向けの販売が拡大するとともに、

価格改定にも努めた結果、販売数量、売上高ともに前年同期を上回りました。 

収益面では、原材料価格の上昇により収益が大きく圧迫されたため、採算是正のための価格改定に取り組み

ました。同時にＥ－１００プロジェクトを推進し、コスト削減に努めました。 

以上の結果、当中間連結会計期間の合成樹脂事業部門の連結の売上高は前年同期比7.0％増の331億47百万

円、営業利益は前年同期比6.8％増の16億95百万円となりました。 

  

〔合成樹脂事業〕 

  

区分 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減額 増減率(％) 

売上高(百万円) 11,564 12,248 683 5.9 

営業利益(百万円) 842 775 △66 △7.9 

営業利益率(％) 7.3 6.3 △1.0 ― 

区分 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減額 増減率(％) 

売上高(百万円) 30,985 33,147 2,162 7.0 

営業利益(百万円) 1,587 1,695 107 6.8 

営業利益率(％) 5.1 5.1 0.0 ― 



(多角化事業部門) 

半導体製造用材料では、主力製品であるフォトレジストが、メモリー製品の増産に伴いエキシマレジストを

中心に国内及びアジア向け輸出とも好調に推移しました。特にＡｒＦ（フッ化アルゴン）レジストの販売量が

微細化の進展に伴う 先端分野での採用拡大により大幅に増加しました。さらに微細化やＡｒＦ液浸露光に必

要な多層材料の需要増大と拡販による販売増も加わり、リソグラフィ関連の売上高は前年同期を大幅に上回り

ました。欧米の現地子会社も欧米の半導体需要が堅調に推移し売上高は前年同期を上回りました。また、半導

体製造用新規材料も、ＣＭＰ（Chemical Mechanical Planarization：化学的機械的平坦化）材料や実装材料が

堅調に推移したことより、半導体製造用材料全体の売上高は前年同期を大幅に上回りました。 

フラットパネル・ディスプレイ用材料では、液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）用材料は、パソコンや世界的な液

晶テレビ市場の拡大に伴い昨年末より続いておりました液晶パネルの在庫調整の動きも一巡し、アジア向け輸

出を中心に出荷が回復したことより、販売数量、売上高とも前年同期を上回りました。また新たに稼動を開始

しました台湾のＬＣＤ用材料工場では、さらに生産品種を増やし供給能力を拡大するための第二期工事を施工

中です。2007年11月からの商業生産開始を目指し取り組んでおります。プラズマ・ディスプレイ（ＰＤＰ）用

材料は、国内、輸出とも主要ユーザーの生産調整の影響を大きく受けた結果、販売数量、売上高とも前年同期

を大幅に下回りました。耐熱透明樹脂アートン®は、主要需要業界である光学フィルム分野での拡販に努めるこ

とで売上高は前年同期を大幅に上回るものの、当初計画までには達しませんでした。 

光機能材料では、反射防止膜用材料や表面保護膜用材料は薄型テレビの高精細化に伴い高付加価値分野での

需要が回復し堅調に推移しました。主力製品である光ファイバー用コーティング材料は、国内光ファイバーケ

ーブルの投資抑制の影響を受け売上高は前年同期を下回りました。 

収益面では、主要需要業界製品の価格下落による値下げ圧力が強まりましたが、差別化製品の拡販やＥ－１

００プロジェクトの着実な実行によるコストダウンを進め競争力の強化に努めました。 

以上の結果、当中間連結会計期間の多角化事業部門の連結の売上高は前年同期比13.1%増の904億25百万円、

営業利益は前年同期比15.8%増の224億25百万円となりました。 

  

〔多角化事業〕 

（前中間連結会計期間の営業利益は、当中間連結会計期間と同様に基礎的研究開発等の全社費用を含めた金額に

て表示しております。） 

区分 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減額 増減率(％) 

売上高(百万円) 79,973 90,425 10,452 13.1 

営業利益(百万円) 19,373 22,425 3,051 15.8 

営業利益率(％) 24.2 24.8 0.6 ― 



②所在地別セグメントの業績 

（日本） 

石油化学系事業では、高付加価値品の拡販及び採算是正のための価格改定に努めたことで売上高は増加しま

した。 

また、多角化事業は、半導体製造用材料及びフラットパネル・ディスプレイ用材料が好調に推移しました。

しかし、従来日本から輸出していた製品を海外子会社経由の売上に変更したことによる売上高の減少もありま

した。 

以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は前年同期比0.6％増の1,519億1百万円となりました。営業利益は

同13.7％増の288億円となりました。 

  

（アジア） 

アジア地区の売上高が増加したため、当中間連結会計期間から「その他の地域」と区分しております。 

韓国及び台湾のフラットパネル・ディスプレイ用材料の製造・販売子会社が売上げを大きく伸ばし、当中間

連結会計期間の売上高は351億72百万円となりました。しかし、営業利益は、新規連結会社が稼動間もないこと

に加え、親会社とアジア地区子会社間の移転価格設定の変更があったため、4億90百万円となりました。 

  

（その他の地域） 

米国及びベルギーの半導体製造用材料の製造・販売子会社が売上を伸ばしたことにより、当中間連結会計期

間の売上高は109億12百万円となりました。しかし、営業利益は親会社との間の移転価格設定の変更により8億

21百万円となりました。 

  



 (2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度

末に比較して15億24百万円増加し、551億79百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、193億17百万円（前年同期比0.9％増）と

なりました。 

当中間連結会計期間の税金等調整前中間純利益293億46百万円からの主な調整は、減価償却費96億86百万円（前

年同期84億44百万円）、売上債権の増加70億76百万円（同142億16百万円）、たな卸資産の増加73億88百万円（同

51億30百万円）、仕入債務の増加32億12百万円（同43億26百万円）、法人税等の支払額110億52百万円（同109億

93百万円）であります。 

前年同期対比では、税金等調整前中間純利益や減価償却費は増加しましたが、たな卸資産の増加等がありまし

たため、当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは前年同期に比較して1億77百万円の増加とな

りました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、132億93百万円の資金の減少（前年同期比

2.7％減）となりました。主な項目は、固定資産の取得による支出115億65百万円（前年同期129億14百万円）、投

資有価証券の取得による支出13億72百万円（同0百万円）であります。 

前年同期対比では、投資有価証券の取得による支出が増加しましたが、固定資産の取得による支出は減少した

ため、当中間連結会計期間の投資活動による資金の減少は3億75百万円少なくなりました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動による資金の減少は、54億45百万円（前年同期比43.1％減）となりまし

た。主な項目は、配当金の支払額30億34百万円（前年同期25億40百万円）、自己株式の取得29億41百万円（同54

億円）、短期借入金の純増加額9億96百万円（同 純減少10億10百万円）であります。 

前年同期対比では、自己株式の取得による支出の減少や短期借入金の増加があったため、当中間連結会計期間

の財務活動による資金の減少は前年同期に比較して41億29百万円少なくなりました。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社及び連結子会社の生産品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の生産品目であっても、その容量、構造、形

式等は必ずしも一様でなく、事業の種類別セグメントごとに生産規模を金額あるいは数量で示すことは行っていな

い。 

このため、生産実績については、１ 業績等の概要 における各事業の種類別セグメント業績に関連付けて記載し

ている。 

なお、当中間連結会計期間における提出会社の生産実績は、エラストマーが前年同期比0.1％増の190,400トン、

エマルジョンが前年同期比6.2％減の54,110トンである。 

  

(2) 受注実績 

当社グループ(当社及び連結子会社)は受注生産を行っていない。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりである。 

(注) 当中間連結会計期間については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略した。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

エラストマー事業 62,163 10.0

エマルジョン事業 12,248 5.9

合成樹脂事業 33,147 7.0

多角化事業 90,425 13.1

合計 197,985 10.6

相手先 

前中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

(株)ブリヂストン 18,299 10.2 ― ― 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が対処すべき課題について、重要な変更及び新

たに生じた課題はない。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行なわれていない。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループ(当社及び連結子会社)における研究開発活動は、主に当社が主体となって、多様化する市場の要請に

応え、新たな事業分野を開拓するため、高分子化学とその周辺技術に基づく研究活動を進めている。 

当社グループの主な研究所は、高分子研究所、精密電子研究所、ディスプレイ研究所、半導体材料研究所、機能材

料研究所、精密加工研究所からなる四日市研究センターおよび筑波研究所(筑波地区)の２地区７研究所体制になって

いる。さらに、ＪＳＲが成長事業と位置づけている「エレクトロニクス」、「環境・エネルギー」及び「メディケ

ア」などの事業領域での製品開発につながる基礎研究を産学連携により強化・拡充すべく、近畿大学と機能材料リサ

ーチセンターを設けている。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は、仕入品に係る受託研究費を含めて95億20百万円であ

る。 

当中間連結会計期間の研究開発活動の概要は次のとおりである。 

  

(1) エラストマー事業 

高性能タイヤ用合成ゴム、機能・加工性を向上させたニトリルゴム、エチレン・プロピレンゴム、ポリオレフィ

ン樹脂改質用水添ポリマー及び熱可塑性エラストマーの開発を中心に研究開発活動を行っている。 

当事業に係る研究開発費は、8億12百万円である。 

  

(2) エマルジョン事業 

操業性・印刷適性に優れたペーパーコーティングラテックス及び各種アクリルエマルジョンの開発を中心に研究

開発活動を行っている。 

当事業に係る研究開発費は、4億42百万円である。 

  

(3) 合成樹脂事業 

難燃ＡＢＳ樹脂、耐熱ＡＢＳ樹脂及び高機能複合ＡＢＳの開発並びにエンプラコンパウンド技術及び量産化技術

の開発を中心に研究開発活動を行っている。 

当事業に係る研究開発費は、5億3百万円である。 

  

(4) 多角化事業 

半導体製造用材料（フォトレジスト、ＣＭＰ材料、多層材料、実装材料、反射防止膜等）、フラットパネル・デ

ィスプレイ用材料（カラー液晶ディスプレイ用材料、プラズマ・ディスプレイ用材料等）、光学材料（光ファイバ

ー用コーティング材料、機能性コーティング材料、反射防止膜材料等、耐熱透明樹脂及び機能性フィルム等）、機

能化学品（高機能コーティング材料、多機能高性能分散剤、工業用粒子、メディカル関連粒子等）の開発を中心に

研究開発活動を行っている。 



また、次期成長事業として、優位性のある素材と加工技術の相乗効果を狙い、精密加工事業をはじめ、環境・エ

ネルギー、メディケアなどを対象に研究開発を進めている。精密加工事業では、光学分野の機能性フィルム分野を

軸に新しい機能付与による差別化と新しい価値の提供を目指す取り組みを行っている。燃料電池用の電解質膜では

車載用や携帯用の開発を進めており、また、診断・検査等のメディケア分野においての取り組みも積極化してい

る。 

当事業に係る研究開発費は、77億61百万円である。 

なお、前連結会計年度までは、次期成長事業等の研究開発費用は各事業に配分しない費用としていたが、研究開

発のステージが進捗してきたことを反映し、当中間連結会計期間より多角化事業の研究開発費としている。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）において、前連結会計年度末に計画中であっ

た重要な設備の新設、除却等についての重要な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設または除却等の

計画はない。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 696,061,000 

計 696,061,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 255,885,166 255,885,166

東京証券取引所 

（市場第一部） 

大阪証券取引所 

（市場第一部） 

― 

計 255,885,166 255,885,166 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

①新株予約権 

当社は平成13年改正旧商法に基づき新株予約権を発行している。 

（注） 新株の発行に代えて当社が保有する自己株式を移転する場合は資本組入れは生じない。 

  

株主総会の特別決議日(平成17年６月17日) 

  中間会計期間末現在
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日) 

新株予約権の数 553個 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 0個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 55,300株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 各新株予約権の行使により発行または

移転する株式１株当たりの払込金額を

１円とし、これに付与株式数を乗じた

額とする。 

同左 

新株予約権の行使期間 平成17年６月18日～平成37年６月17日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行す

る場合の株式の発行価格及び資本組入

額 

発行価格  １円 

資本組入額 １円 (注) 

同左 

新株予約権の行使の条件 ①付与対象者は当社取締役８名および

当社執行役員13名である。 

②新株予約権者は、当社の取締役また

は執行役員のいずれの地位をも喪失し

た日の翌日（以下「権利行使開始日」

という）から新株予約権を行使できる

ものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、当社取

締役会の承認を要するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項 

― ― 



当社は会社法に基づき新株予約権を発行している。 

（注） 新株の発行に代えて当社が保有する自己株式を移転する場合は資本組入れは生じない。 

株主総会の特別決議日(平成18年６月16日) 

  中間会計期間末現在
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日) 

新株予約権の数 391個 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 0個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 39,100株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 各新株予約権の行使により発行または移

転する株式１株当たりの払込金額を１円

とし、これに付与株式数を乗じた額とす

る。 

同左 

新株予約権の行使期間 平成18年８月２日～平成38年６月16日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行す

る場合の株式の発行価格及び資本組入

額 

発行価格  １円 

資本組入額 １円 (注)  

同左 

新株予約権の行使の条件 ①付与対象者は当社取締役９名および当

社執行役員13名である。 

②新株予約権者は、当社の取締役または

執行役員のいずれの地位をも喪失した日

の翌日（以下「権利行使開始日」とい

う）から新株予約権を行使できるものと

する。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、当社取締

役会の承認を要するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項 

― ― 



当社は会社法に基づき新株予約権を発行している。 

（注） 新株の発行に代えて当社が保有する自己株式を移転する場合は資本組入れは生じない。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はない。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

株主総会の特別決議日(平成19年６月15日) 

  中間会計期間末現在
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日) 

新株予約権の数 485個 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 0個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 48,500株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 各新株予約権の行使により発行または移

転する株式１株当たりの払込金額を１円

とし、これに付与株式数を乗じた額とす

る。 

同左 

新株予約権の行使期間 平成19年７月11日～平成39年７月10日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行す

る場合の株式の発行価格及び資本組入

額 

発行価格  １円 

資本組入額 １円 (注)  

同左 

新株予約権の行使の条件 ①付与対象者は当社取締役９名および当

社執行役員12名である。 

②新株予約権者は、当社の取締役または

執行役員のいずれの地位をも喪失した日

の翌日（以下「権利行使開始日」とい

う）から新株予約権を行使できるものと

する。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、当社取締

役会の承認を要するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項 

― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成19年９月30日 ― 255,885 ― 23,320 ― 25,179



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

株式会社ブリヂストン 東京都中央区京橋１丁目１０番１号 40,866 15.97 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番１１号 13,422 5.24

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目１１番３号 12,891 5.03

株式会社みずほコーポレート銀

行 

（常任代理人 資産管理サービ

ス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 

（東京都中央区晴海１丁目８番１２号 晴

海アイランドトリトンスクエアオフィスタ

ワーＺ棟） 

10,249 4.00

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（三菱化学株式会社退

職給付信託口） 

東京都港区浜松町２丁目１１番３号 9,888 3.86

ステート ストリート バンク 

アンド トラスト カンパニー  

５０５１０３ 

（常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決済

業務室） 

Ｐ．Ｏ．ＢＯＸ ３５１ ＢＯＳＴＯＮ 

ＭＡＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴＳ ０２１０１

Ｕ．Ｓ．Ａ． 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

7,836 3.06

ザ チェース マンハッタン 

バンク エヌエイ ロンドン 

（常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決済

業務室） 

ＷＯＯＬＧＡＴＥ ＨＯＵＳＥ． 

ＣＯＬＥＭＡＮ ＳＴＲＥＥＴ 

ＬＯＮＤＯＮＥＣ２Ｐ ２ＨＤ． 

ＥＮＧＬＡＮＤ 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

6,649 2.59

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 5,998 2.34

ザ チェース マンハッタン 

バンク ３８５０３６ 

（常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決済

業務室） 

３６０ Ｎ．ＣＲＥＳＣＥＮＴ 

ＤＲＩＶＥ ＢＥＶＥＲＬＹ ＨＩＬＬ

Ｓ． ＣＡ ９０２１０ Ｕ．Ｓ．Ａ． 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

5,274 2.06

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 4,034 1.57

計 ― 117,111 45.76 



（注）１ 上記のほか、当社は4,803千株の自己株式を保有している。 

  

２ 平成19年6月7日付けにてモルガン・スタンレー証券株式会社及びその共同保有者より大量保有報告書の提出があっ

たが、当社としては当中間会計期間末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができないため、上記の

表には記載していない。 

  

＊平成19年11月７日付けにてモルガン・スタンレー証券株式会社及びその共同保有者より、発行済株式総数に対する所有

株式の割合が５％未満となった旨の変更報告書が提出されている。 

  

３ 平成19年9月11日付けにてフィデリティ投信株式会社及びその共同保有者より大量保有報告書の提出があったが、当

社としては当中間会計期間末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができないため、上記の表には記

載していない。 

  

  

氏名又は名称 
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％) 

モルガン・スタンレー証券株式会社(Morgan  Stanley  Japan 
Securities Co., LTD.) 

100 0.04 

モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インコーポレーテ
ッド (Morgan Stanley ＆ Co. Incorporated) 

3,035 1.19 

モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インターナショナ
ル・ピーエルシー (Morgan Stanley ＆ Co. International PLC) 

699 0.27 

モルガン・スタンレー・インベストメント・マネジメント・リミ
テッド (Morgan Stanley Investment Management Limited) 

4,039 1.58 

モルガン・スタンレー・アセット・マネジメント投信株式会社 357 0.14 
モルガン・スタンレー・インベストメント・マネジメント・イン
ク (Morgan Stanley Investment Management Inc.) 

7,708 3.01 

モルガン・スタンレー・インベストメント・アドバイザーズ・イ
ンク（Morgan Stanley Investment Advisors Inc.） 

288 0.11 

氏名又は名称 
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％) 

フィデリティ投信株式会社 6,244 2.44 

FMR Corp 5,108 2.00 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

(注) 「単元未満株式」には、当社所有の自己株式８株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

  

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はない。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

普通株式 4,803,200
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

250,975,000 
2,509,750 ― 

単元未満株式 
普通株式 

106,966 
― ― 

発行済株式総数 255,885,166 ― ― 

総株主の議決権 ― 2,509,750 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 

ＪＳＲ株式会社 

東京都中央区築地 

５丁目６番１０号 
4,803,200 ― 4,803,200 1.87

計 ― 4,803,200 ― 4,803,200 1.87 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 2,985 2,750 2,975 3,030 3,120 2,845 

最低(円) 2,540 2,555 2,655 2,715 2,445 2,600 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成している。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で)の中間連結財務諸表、及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表につい

て、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19

年９月30日まで)の中間連結財務諸表、及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務

諸表について、あずさ監査法人による中間監査を受けている。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金     17,248     19,168     15,586  

２ 受取手形及び売掛金 ※4   92,635     101,091     93,340  

３ 有価証券     39,773     36,935     38,418  

４ たな卸資産     65,387     75,422     67,220  

５ 未収入金     23,899     21,985     24,691  

６ その他     8,283     9,991     10,078  

貸倒引当金     △92     △91     △97  

流動資産合計     247,135 61.8   264,502 61.4   249,238 60.9

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産 ※1                  

(1) 建物及び構築物   83,934     87,779     85,803    

減価償却累計額   55,572 28,361   57,739 30,040   56,597 29,206  

(2) 機械装置及び運搬具   215,749     225,849     217,104    

減価償却累計額   177,263 38,486   184,691 41,158   180,132 36,971  

(3) 土地     17,022     17,010     16,957  

(4) その他   41,419     49,367     46,325    

減価償却累計額   29,969 11,449   32,836 16,531   31,278 15,046  

有形固定資産合計     95,321 23.8   104,740 24.3   98,182 24.0

２ 無形固定資産     5,963 1.5   6,493 1.5   5,712 1.4

３ 投資その他の資産                    

(1) 投資有価証券     42,063     46,979     44,306  

(2) その他     9,832     8,107     11,694  

貸倒引当金     △169     △182     △185  

投資その他の資産合計     51,726 12.9   54,905 12.8   55,815 13.7

固定資産合計     153,011 38.2   166,139 38.6   159,710 39.1

資産合計     400,147 100.0   430,642 100.0   408,949 100.0

            



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 支払手形及び買掛金     82,975     91,788     87,952  

２ 短期借入金     17,711     17,099     15,523  

３ 一年以内償還社債     10,000     ―     ―  

４ 未払法人税等     9,354     10,628     10,794  

５ 未払金     16,827     16,083     14,454  

６ 未払費用     10,908     11,766     11,033  

７ その他     1,728     1,950     2,341  

流動負債合計     149,505 37.4   149,317 34.7   142,100 34.7

Ⅱ 固定負債                    

１ 長期借入金     1,660     2,749     2,745  

２ 退職給付引当金     14,865     14,688     14,782  

３ 環境対策引当金     3,093     3,294     3,294  

４ その他     6,015     6,775     6,040  

固定負債合計     25,634 6.4   27,508 6.4   26,862 6.6

負債合計     175,140 43.8   176,826 41.1   168,962 41.3

(純資産の部)                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     23,320 5.8   23,320 5.4   23,320 5.7

２ 資本剰余金     25,179 6.3   25,179 5.8   25,179 6.2

３ 利益剰余金     170,033 42.5   197,641 45.9   183,374 44.8

４ 自己株式     △8,288 △2.1   △11,235 △2.6   △8,299 △2.0

株主資本合計     210,244 52.5   234,905 54.5   223,573 54.7

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１ その他有価証券 
  評価差額金     9,913 2.5   11,200 2.6   10,087 2.4

２ 為替換算調整勘定     620 0.1   2,549 0.6   1,525 0.4

評価・換算差額等合計     10,534 2.6   13,749 3.2   11,612 2.8

Ⅲ 新株予約権     17 0.0   129 0.0   70 0.0

Ⅳ 少数株主持分     4,210 1.1   5,032 1.2   4,729 1.2

純資産合計     225,006 56.2   253,815 58.9   239,986 58.7

負債純資産合計     400,147 100.0   430,642 100.0   408,949 100.0

                     



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 百分比
(％) 金額(百万円)

百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     179,030 100.0   197,985 100.0   365,831 100.0

Ⅱ 売上原価     123,420 68.9   137,299 69.3   252,752 69.1

売上総利益     55,610 31.1   60,685 30.7   113,078 30.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費                    

１ 販売費 ※1 8,944     9,447     18,082    

２ 一般管理費 ※2 19,175 28,119 15.7 21,126 30,573 15.5 39,753 57,835 15.8

営業利益     27,490 15.4   30,111 15.2   55,242 15.1

Ⅳ 営業外収益                    

１ 受取利息   175     284     548    

２ 受取配当金   338     480     482    

３ 持分法による投資利益   861     711     1,438    

４ その他の営業外収益   1,411 2,786 1.5 807 2,285 1.2 2,965 5,434 1.5

Ⅴ 営業外費用                    

１ 支払利息   199     149     398    

２ たな卸資産廃棄損   1,428     745     2,790    

３ 減価償却費   ─     309     ─    

４ その他の営業外費用   1,101 2,729 1.5 1,564 2,768 1.4 2,769 5,958 1.6

経常利益     27,547 15.4   29,628 15.0   54,719 15.0

Ⅵ 特別利益                    

１ 固定資産売却益 ※3 ─ ― ― ─ ─ ─ 227 227 0.0

Ⅶ 特別損失                    

１ 固定資産廃棄損   43     282     843    

２ アスベスト処理費用   431     ─     460    

３ 環境対策引当金繰入額   ─ 475 0.3 ─ 282 0.2 201 1,505 0.4

税金等調整前中間(当期) 
純利益     27,071 15.1 29,346 14.8   53,440 14.6

法人税、住民税 
及び事業税   9,446   10,996 20,127   

法人税等調整額   △3 9,442 5.2 △440 10,555 5.3 △1,136 18,991 5.2

少数株主利益     341 0.2   443 0.2   794 0.2

中間(当期)純利益     17,287 9.7   18,347 9.3   33,654 9.2

            



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 23,320 25,179 155,433 △2,898 201,034 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     △2,542   △2,542 

 利益処分による役員賞与     △135   △135 

 中間純利益     17,287   17,287 

 自己株式の取得       △5,400 △5,400 

 自己株式の処分      △9 9 0 

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額(純額)         ― 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) ─ ─ 14,600 △5,390 9,209 

平成18年９月30日残高(百万円) 23,320 25,179 170,033 △8,288 210,244 

  

評価・換算差額等 

新株予約権
少数株主 
持分 純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 11,151 564 11,715 ─ 3,957 216,707 

中間連結会計期間中の変動額             

 剰余金の配当           △2,542 

 利益処分による役員賞与           △135 

 中間純利益           17,287 

 自己株式の取得           △5,400 

 自己株式の処分           0 

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額(純額) △1,237 56 △1,181 17 253 △910 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △1,237 56 △1,181 17 253 8,299 

平成18年９月30日残高(百万円) 9,913 620 10,534 17 4,210 225,006 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 23,320 25,179 183,374 △8,299 223,573 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     △3,026   △3,026 

 中間純利益     18,347   18,347 

 連結子会社の増加     △1,048   △1,048 

 自己株式の取得       △2,941 △2,941 

 自己株式の処分     △5 5 0 

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額(純額)         ― 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― ― 14,267 △2,935 11,331 

平成19年９月30日残高(百万円) 23,320 25,179 197,641 △11,235 234,905 

  

評価・換算差額等 

新株予約権
少数株主 
持分 純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 10,087 1,525 11,612 70 4,729 239,986 

中間連結会計期間中の変動額             

 剰余金の配当           △3,026 

 中間純利益           18,347 

 連結子会社の増加           △1,048 

 自己株式の取得           △2,941 

 自己株式の処分           0 

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額(純額) 1,113 1,023 2,136 58 302 2,498 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 1,113 1,023 2,136 58 302 13,829 

平成19年９月30日残高(百万円) 11,200 2,549 13,749 129 5,032 253,815 



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

（注） 金額のうち2,542百万円は平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 23,320 25,179 155,433 △2,898 201,034 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当（注）     △5,568   △5,568 

 利益処分による役員賞与     △135   △135 

 当期純利益     33,654   33,654 

 自己株式の取得       △5,411 △5,411 

 自己株式の処分      △9 9 0 

株主資本以外の項目の連結会計 
年度中の変動額(純額)         ― 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) ─ ─ 27,940 △5,401 22,538 

平成19年３月31日残高(百万円) 23,320 25,179 183,374 △8,299 223,573 

  

評価・換算差額等 

新株予約権
少数株主 
持分 純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 11,151 564 11,715 ─ 3,957 216,707 

連結会計年度中の変動額             

 剰余金の配当（注）           △5,568 

 利益処分による役員賞与           △135 

 当期純利益           33,654 

 自己株式の取得           △5,411 

 自己株式の処分           0 

株主資本以外の項目の連結会計 
年度中の変動額(純額) △1,063 961 △102 70 772 739 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) △1,063 961 △102 70 772 23,278 

平成19年３月31日残高(百万円) 10,087 1,525 11,612 70 4,729 239,986 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロ
ー 

   

税金等調整前中間(当期)純利益   27,071 29,346 53,440

減価償却費   8,444 9,686 18,133 

受取利息及び受取配当金   △513 △765 △1,030 

支払利息   199 149 398 

持分法による投資利益   △861 △711 △1,438 

固定資産廃棄損   43 282 843 

貸倒引当金の増減額(△は減少)   △51 △8 △32 

退職給付引当金の増減額(△は
減少) 

  943 △93 860

役員退職慰労引当金の増減額
(△は減少) 

  △21 0 △20

売上債権の増減額(△は増加)   △14,216 △7,076 △14,547 

たな卸資産の増減額(△は増加)   △5,130 △7,388 △6,685 

仕入債務の増減額(△は減少)   4,326 3,212 8,814 

その他   8,287 2,892 5,703 

小計   28,523 29,525 64,439 

利息及び配当金の受取額   1,784 1,008 2,906 

利息の支払額   △174 △163 △410 

法人税等の支払額   △10,993 △11,052 △20,463 

営業活動によるキャッシュ・フロー   19,139 19,317 46,471
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロ

ー 
   

固定資産の取得による支出   △12,914 △11,565 △26,217
投資有価証券の取得による支出   △0 △1,372 △1,767
投資有価証券の売却による収入   350 74 562

投資有価証券の償還による収入   ─ 500 ─

関係会社への出資による支出   ─ △300 ─

貸付金等の純増減額(△は増加)   △1,008 175 △2,193 

その他   △95 △806 △746 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △13,668 △13,293 △30,363



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロ
ー 

   

短期借入金の純増減額(△は減
少) 

  △1,010 996 △1,944 

長期借入金の返済による支出   △576 △242 △2,306
長期借入金の借入れによる収入   51 ― 1,557

社債の償還による支出   ― ― △10,000 

自己株式の取得による支出   △5,400 △2,941 △5,411 

配当金の支払額   △2,540 △3,034 △5,565 

少数株主への配当金の支払額   △99 △224 △106

その他   0 0 0 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △9,575 △5,445 △23,776
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差

額 
  87 305 478

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(△
は減少) 

  △4,017 884 △7,189

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   60,845 53,655 60,845
Ⅶ 連結範囲の変更に伴う現金及び現

金同等物の増加額 
  ─ 639 ―

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末
(期末)残高 

※1 56,828 55,179 53,655

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社(26社) 

株式会社エラストミックス 

九州ゴム加工株式会社 

JSR AMERICA,INC. 

ELASTOMIX(THAILAND) 

CO.,LTD. 

株式会社イーテック 

テクノポリマー株式会社 

日本カラリング株式会社 

株式会社エクセル東海 

TECHNO POLYMER HONG KONG 

CO.,LTD. 

Techno Polymer (Thailand) 

Co.,Ltd. 

Techno Polymer (Shanghai) 

Co.,Ltd. 

TECHNO POLYMER AMERICA, 

INC. 

上海虹彩塑料有限公司 

ＪＳＲマイクロ九州株式会社 

株式会社ＪＳＲマイクロテッ

ク 

株式会社ディーメック 

ＪＳＲオプテック筑波株式会

社 

JSR Micro N.V. 

JSR Micro, Inc. 

JSR Micro Korea Co.,Ltd. 

ＪＳＲ物流株式会社 

ＪＳＲエンジニアリング株式

会社 

日合工業株式会社 

ＪＳＲトレーディング株式会

社 

ＪＳＲサービス株式会社 

ＪＮＴシステム株式会社 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社(28社) 

株式会社エラストミックス 

九州ゴム加工株式会社 

JSR AMERICA,INC. 

ELASTOMIX(THAILAND) 

CO.,LTD. 

日密科偲橡膠（佛山）有限公

司 

株式会社イーテック 

テクノポリマー株式会社 

日本カラリング株式会社 

株式会社エクセル東海 

TECHNO POLYMER HONG KONG 

CO.,LTD. 

Techno Polymer (Thailand) 

Co.,Ltd. 

Techno Polymer (Shanghai) 

Co.,Ltd. 

TECHNO POLYMER AMERICA, 

INC. 

上海虹彩塑料有限公司 

ＪＳＲマイクロ九州株式会社 

株式会社ＪＳＲマイクロテッ

ク 

株式会社ディーメック 

ＪＳＲオプテック筑波株式会

社 

JSR Micro N.V. 

JSR Micro, Inc. 

JSR Micro Korea Co.,Ltd. 

JSR Micro Ｔaiwan Co.,Ltd. 

ＪＳＲ物流株式会社 

ＪＳＲエンジニアリング株式

会社 

日合工業株式会社 

ＪＳＲトレーディング株式会

社 

ＪＳＲサービス株式会社 

ＪＮＴシステム株式会社 

  

当中間連結会計期間から日密

科偲橡膠（佛山）有限公司、

JSR Micro Taiwan Co.,Ltd.

を重要性の観点より連結の範

囲に含めております。 

  

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社(26社) 

株式会社エラストミックス 

九州ゴム加工株式会社 

JSR AMERICA,INC. 

ELASTOMIX(THAILAND) 

CO.,LTD. 

株式会社イーテック 

テクノポリマー株式会社 

日本カラリング株式会社 

株式会社エクセル東海 

TECHNO POLYMER HONG KONG 

CO.,LTD. 

Techno Polymer (Thailand) 

Co.,Ltd. 

Techno Polymer (Shanghai) 

Co.,Ltd. 

TECHNO POLYMER AMERICA, 

INC. 

上海虹彩塑料有限公司 

ＪＳＲマイクロ九州株式会社 

株式会社ＪＳＲマイクロテッ

ク 

株式会社ディーメック 

ＪＳＲオプテック筑波株式会

社 

JSR Micro N.V. 

JSR Micro, Inc. 

JSR Micro Korea Co.,Ltd. 

ＪＳＲ物流株式会社 

ＪＳＲエンジニアリング株式

会社 

日合工業株式会社 

ＪＳＲトレーディング株式会

社 

ＪＳＲサービス株式会社 

ＪＮＴシステム株式会社 



  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

大科能樹脂(上海)技術発展有

限公司他 

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社の、総資産、売

上高、中間純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持分に見

合う額)等はいずれも小規模で

あり、全体としても中間連結財

務諸表に重要な影響を及ぼさな

いので連結の範囲から除外して

いる。 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

同左 

  

(連結の範囲から除いた理由) 

同左 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

同左 

  

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社の、総資産、売

上高、当期純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持分に見

合う額)等はいずれも小規模で

あり、全体としても連結財務諸

表に重要な影響を及ぼさないの

で連結の範囲から除外してい

る。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 非連結子会社及び関連会社の

うち、日本ブチル㈱(関連会

社)、日本特殊コーティング㈱

(関連会社)、ジェイエスアール

クレイトン エラストマー㈱

(関連会社)及び錦湖ポリケム㈱

(関連会社)の４社を持分法適用

会社に含めている。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 同左 

(2) 非連結子会社(大科能樹脂(上

海)技術発展有限公司他)、関連

会社(東部ブタジエン㈱他)は中

間連結純損益及び利益剰余金等

からみて、いずれも小規模であ

り、全体としても中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼさない

ので持分法適用範囲から除外し

ている。 

(2) 同左 (2) 非連結子会社(大科能樹脂(上

海)技術発展有限公司他)、関連

会社(東部ブタジエン㈱他)は連

結純損益及び利益剰余金等から

みて、いずれも小規模であり、

全体としても連結財務諸表に重

要な影響を及ぼさないので持分

法適用範囲から除外している。 

(3) 持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異な

る会社については、各社の中間

決算日現在の中間財務諸表を使

用している。 

(3) 同左 (3) 持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社に

ついては、各社の事業年度に係

る財務諸表を使用している。 



  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

連結子会社のうち 

JSR AMERICA,INC.、 

ELASTOMIX(THAILAND)CO.,LTD.、 

TECHNO POLYMER HONG KONG 

CO.,LTD.、 

Techno Polymer(Thailand)  

Co.,Ltd.、 

Techno Polymer (Shanghai)  

Co.,Ltd.、 

TECHNO POLYMER AMERICA,INC.、 

上海虹彩塑料有限公司、 

JSR Micro N.V.及びJSR Micro, 

Inc.の９社の中間決算日は６月30

日である。中間連結財務諸表の作

成にあたっては、同決算日現在の

中間財務諸表を使用し、中間連結

決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を

行っている。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

連結子会社のうち 

JSR AMERICA,INC.、 

ELASTOMIX(THAILAND)CO.,LTD.、 

日密科偲橡膠（佛山）有限公司、 

TECHNO POLYMER HONG KONG 

CO.,LTD.、 

Techno Polymer(Thailand)  

Co.,Ltd.、 

Techno Polymer (Shanghai)  

Co.,Ltd.、 

TECHNO POLYMER AMERICA,INC.、 

上海虹彩塑料有限公司、 

JSR Micro  N.V.及びJSR Micro, 

Inc.の10社の中間決算日は６月30

日である。中間連結財務諸表の作

成にあたっては、同決算日現在の

中間財務諸表を使用し、中間連結

決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を

行っている。 

  

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

連結子会社のうち 

JSR AMERICA,INC.、 

ELASTOMIX(THAILAND)CO.,LTD.、 

TECHNO POLYMER HONG KONG 

CO.,LTD.、 

Techno Polymer (Thailand) 

Co.,Ltd.、 

Techno Polymer (Shanghai) 

Co.,Ltd.、 

TECHNO POLYMER AMERICA,INC.、 

上海虹彩塑料有限公司、 

JSR Micro N.V.及びJSR Micro, 

Inc.の９社の事業年度の末日は12

月31日である。連結財務諸表の作

成にあたっては、同決算日現在の

財務諸表を使用し、連結決算日と

の間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行ってい

る。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定) 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定) 

時価のないもの 

移動平均法に基づく原

価法または償却原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

③ たな卸資産 

主として総平均法による原

価法 

  

③ たな卸資産 

同左 

③ たな卸資産 

同左 



  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

定率法(一部については定

額法)を採用している。ただ

し、平成10年4月1日以降取得

した建物(建物附属設備を除

く)については定額法によっ

ている。 

なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によ

っている。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

定率法(一部については定

額法)を採用している。ただ

し、平成10年4月1日以降取得

した建物(建物附属設備を除

く)については定額法によっ

ている。 

なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によ

っている。 

  （会計方針の変更） 

当社及び国内連結子会社は

法人税法の改正に伴い、当中

間連結会計期間より、平成19

年4月1日以降に取得した有形

固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の

方法に変更した。これによ

り、営業利益、経常利益及び

税金等調整前中間純利益はそ

れぞれ263百万円減少してい

る。 

なお、セグメント情報に与

える影響は当該箇所に記載し

ている。 

  

  （追加情報） 

当社及び国内連結子会社は

法人税法の改正に伴い、当中

間連結会計期間より、平成19

年3月31日以前に取得した資

産について、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の

適用により取得価額の5％に

到達した連結会計年度の翌連

結会計年度より、取得価額の

5％相当額と備忘価額との差

額を5年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上

している。この結果、従来の

方法に比べ、営業利益は727

百万円、経常利益及び税金等

調整前中間純利益はそれぞれ

752百万円減少している。 

なお、セグメント情報に与

える影響は当該箇所に記載し

ている。 

  

  



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

② 無形固定資産 

定額法を採用している。 

なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっている。 

ただし、のれんについては

均等償却(５年)している。自

社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法に

よっている。 

  

② 無形固定資産 

定額法を採用している。 

なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっている。 

自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額

法によっている。 

  

② 無形固定資産 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上している。 

  

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見

込額に基づき当中間連結会計

期間において発生していると

認められる額を計上してい

る。 

（会計処理の変更） 

当中間連結会計期間から

「役員賞与に関する会計基

準」(企業会計基準委員会

平成17年11月29日 企業会計

基準第４号)を国内会社に適

用している。なお、この変更

による営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利益に

与える影響は軽微である。 

  

② 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見

込額に基づき当中間連結会計

期間において発生していると

認められる額を計上してい

る。 

② 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見

込額に基づき当連結会計年度

末において発生していると認

められる額を計上している。 

  

（会計処理の変更） 

当連結会計年度から「役員

賞与に関する会計基準」(企

業会計基準委員会 平成17年

11月29日 企業会計基準第4

号)を国内会社に適用してい

る。なお、この変更による営

業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益に与える影

響は軽微である。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上している。 

数理計算上の差異は、発生

連結会計年度の翌連結会計年

度に一括して（一部の子会社

は10年間による定額法で）費

用処理している。 

過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（３年）

による定額法により按分した

額を費用処理している。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込み額に基づき、当連

結会計年度末において発生し

ていると認められる額を計上

している。 

数理計算上の差異は、発生

連結会計年度の翌連結会計年

度に一括して（一部の子会社

は10年間による定額法で）費

用処理している。 

過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（３年）

による定額法により按分した

額を費用処理している。 

④ 役員退職慰労引当金 

連結子会社のうち㈱エクセ

ル東海は、役員の退職金支出

に備えるため内規に基づく中

間期末要支給額を引当計上し

ている。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

連結子会社のうち㈱エクセ

ル東海は、役員の退職金支出

に備えるため内規に基づく期

末要支給額を引当計上してい

る。 

⑤ 環境対策引当金 

ポリ塩化ビフェニル（ＰＣ

Ｂ）の処分等にかかる支出に

備えるため、今後発生すると

見込まれる金額を計上してい

る。 

  

⑤ 環境対策引当金 

    同左 

⑤ 環境対策引当金 

    同左 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理している。 

なお、在外子会社等の資産及

び負債は中間決算日の直物為替

相場により、収益及び費用は期

中平均相場により、それぞれ円

貨に換算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調整勘定

及び少数株主持分に含めてい

る。 

  

(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

同左 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理している。 

なお、在外子会社等の資産及

び負債は決算日の直物為替相場

により、収益及び費用は期中平

均相場により、それぞれ円貨に

換算し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定及び

少数株主持分に含めている。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 



  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

通貨スワップ取引について

は、振当処理の要件を満たして

いる場合は振当処理を、金利ス

ワップ取引については、特例処

理の要件を満たしている場合は

特例処理を採用している。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 同左 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

  同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

  通貨スワップ 

  金利スワップ 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

  同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

  同左 

（ヘッジ対象） 

  外貨建貸付金 

  借入金の利息 

（ヘッジ対象） 

 同左 

（ヘッジ対象） 

  同左 

③ヘッジ方針 

 外貨建貸付金の為替変動リス

ク及び借入金の金利変動リスク

を回避する目的で、それぞれ通

貨スワップ、金利スワップ取引

を行っており、ヘッジ対象の識

別は個別契約毎に行っている。 

③ヘッジ方針 

 同左 

  

③ヘッジ方針 

 同左 

  

④ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段及びヘッジ対象に

関する重要な条件が同一であ

り、ヘッジ開始時及びその後も

継続して相場変動等を完全に相

殺するものと想定できるため、

ヘッジ有効性の判定は省略して

いる。 

  

④ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

(7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

①消費税等の会計処理について 

消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっている。 

(7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

①消費税等の会計処理について 

同左 

(7) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

①消費税等の会計処理について 

同左 

②納付税額及び法人税等調整額

の計算方法 

中間連結会計期間に係る納付

税額及び法人税等調整額は、当

連結会計年度において予定して

いる圧縮積立金及び特別償却準

備金の積立て及び取崩しを前提

として、当中間連結会計期間に

係る金額を計算している。 

  

②   ―――― ②   ―――― 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ケ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってい

る。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ケ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっている。 



会計処理の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会 平成

17年12月9日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用している。なお、従来の

「資本の部」の合計に相当する金額

は220,778百万円である。 

なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結財務諸表は、改正後の

中間連結財務諸表規則により作成し

ている。 

  

（ストック・オプション等に関する

会計基準等） 

当中間連結会計期間から「ストッ

ク・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月27日 企業会計基準第8号）

及び「ストック・オプション等に関

する会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 終改正平成18年5

月31日 企業会計基準適用指針第11

号）を適用している。なお、この変

更による営業利益、経常利益及び税

金等調整前中間純利益に与える影響

は軽微である。 

  

―――― 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準第５号)及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用している。なお、従来の

「資本の部」の合計に相当する金額

は235,186百万円である。 

なお、連結財務諸表規則の改正に

より、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成している。 

  

（ストック・オプション等に関する

会計基準等） 

当連結会計年度から「ストック・

オプション等に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月27日 企業会計基準第8号）及び

「ストック・オプション等に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 終改正平成18年5月31

日 企業会計基準適用指針第11号）

を適用している。なお、この変更に

よる営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益に与える影響は軽

微である。 



表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

（中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において区分掲記していた「流

動資産」の「繰延税金資産」、「有形固定資産」の

「建設仮勘定」、「投資その他の資産」の「長期貸付

金」と「繰延税金資産」及び「固定負債」の「役員退

職慰労引当金」は、それぞれ金額的重要性が乏しいた

め、当中間連結会計期間より「その他」に含めて表示

している。当中間連結会計期間における金額は、「繰

延税金資産」（流動）4,522百万円、「建設仮勘定」

3,599百万円、「長期貸付金」3,990百万円、「繰延税

金資産」（固定）2,307百万円、「役員退職慰労引当

金」４百万円である。 

前中間連結会計期間において区分掲記していた「無

形固定資産」の「ソフトウエア」は金額的重要性が乏

しいため、当中間連結会計期間より「その他」を含め

て無形固定資産として表示している。当中間連結会計

期間における「ソフトウエア」の金額は2,477百万円で

ある。 

前中間連結会計期間において区分掲記していた「流

動負債」の「一年内返済長期借入金」については金額

的重要性が乏しいため、当中間連結会計期間より「短

期借入金」に含めて表示している。当中間連結会計期

間における「一年内返済長期借入金」の金額は1,728百

万円である。 

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において区分掲記していた「営

業外収益」の「賃貸料」及び「営業外費用」の「たな

卸資産評価損」、「減価償却費」は、金額的重要性が

乏しいため、当中間連結会計期間より「その他の営業

外収益」及び「その他の営業外費用」に含めて表示し

ている。当中間連結会計期間における金額は、「賃貸

料」156百万円、「たな卸資産評価損」48百万円、「減

価償却費」59百万円である。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において「財務活動によるキャ

ッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「自己株

式の取得による支出」（前中間連結会計期間５百万

円）は金額的重要性が増したため、当中間連結会計期

間より区分掲記している。 

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において「その他の営業外費

用」に含めて表示していた「減価償却費」は、重要性

が増したため、当中間連結会計期間より区分掲記して

いる。なお、前中間連結会計期間の「その他の営業外

費用」に含まれる「減価償却費」は64百万円である。 

  



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ このうち次のとおり担保とし

て財団根抵当に供している。 

(担保資産) 

  

(債務の名称) 

  

建物及び構築物 4,611百万円

機械装置及び 
運搬具 

4,830百万円

土地 4,473百万円

計 13,914百万円

銀行取引に伴う 
債務 

1百万円

※１ このうち次のとおり担保とし

て財団根抵当に供している。 

(担保資産) 

  

(債務の名称) 

  

建物及び構築物 4,257百万円

機械装置及び
運搬具 

4,222百万円

土地 4,473百万円

計 12,953百万円

銀行取引に伴う
債務 

1百万円

※１ このうち次のとおり担保とし

て財団根抵当に供している。 

(担保資産) 

  

(債務の名称) 

建物及び構築物 4,466百万円

機械装置及び
運搬具 

4,697百万円

土地 4,473百万円

計 13,637百万円

銀行取引に伴う 
債務 

1百万円

 ２ 偶発債務 

借入債務に対し、次のとおり

債務保証を行っている。 

従業員 185百万円

その他（２社） 224百万円

計 409百万円

   

 ２ 偶発債務 

借入債務に対し、次のとおり

債務保証を行っている。 

従業員 137百万円

その他（１社） 49百万円

計 186百万円

  

 ２ 偶発債務 

借入債務に対し、次のとおり

債務保証を行っている。 

日密科偲橡膠（佛山）

有限公司 
256百万円

従業員 155百万円

その他（１社） 49百万円

計 462百万円

   

３ 輸出為替手形割

引高 
333百万円

３ 輸出為替手形割

引高 
333百万円

３ 輸出為替手形割

引高 
272百万円

※４ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してい

る。 

当中間連結会計期間の末日は

金融機関の休業日であったた

め、次の満期手形が中間連結会

計期間末日残高に含まれてい

る。 

受取手形 976百万円 

※４ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してい

る。 

当中間連結会計期間の末日は

金融機関の休業日であったた

め、次の満期手形が中間連結会

計期間末日残高に含まれてい

る。 

受取手形 895百万円 

※４ 連結会計年度末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理している。 

当連結会計年度の末日は金融

機関の休業日であったため、次

の満期手形が中間連結会計期間

末日残高に含まれている。 

受取手形 871百万円 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ このうち主なものは、運送保

管料4,514百万円である。 

※１ このうち主なものは、運送保

管料4,636百万円である。 

※１ このうち主なものは、運送保

管料9,121百万円である。 

※２ このうち主なものは次のとお

りである。 

給与及び手当 4,910百万円

退職給付費用 223百万円

試験研究費 4,823百万円

   

※２ このうち主なものは次のとお

りである。 

給与及び手当 5,254百万円

退職給付費用 342百万円

試験研究費 5,140百万円

  

※２ このうち主なものは次のとお

りである。 

給与及び手当 10,030百万円

退職給付費用 411百万円

試験研究費 9,585百万円

※３   ―――― 

  

※３   ―――― 

  

※３ 土地売却益である。 

  



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、単元未満株式の買取りによる増加2千株及び平成18年６月５日の取締役会決議に基づく買い付けによる増加

2,000千株である。 

減少数の内訳は、ストック・オプション行使による減少4千株である。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるも

の 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 255,885 ― ― 255,885

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 1,663 2,002 4 3,661

会社名 内訳 
目的となる 
株式の種類 

目的となる株式の数（千株） 当中間連結
会計期間 
末残高 

（百万円）
前連結

会計年度末
増加 減少 

当中間連結 
会計期間末 

提出会社 
平 成 18 年 ス ト ッ
ク・オプションと
しての新株予約権 

― ― ― ― ― 17 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月16日 
定時株主総会 

普通株式 2,542 10 平成18年３月31日 平成18年６月19日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年10月24日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 3,026 12 平成18年９月30日 平成18年11月28日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、単元未満株式の買取りによる増加2千株及び平成19年８月21日の取締役会決議に基づく買い付けによる増加

1,138千株である。 

減少数の内訳は、ストック・オプション行使による減少2千株である。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるも

の 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 255,885 ― ― 255,885

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 3,664 1,140 2 4,803

会社名 内訳 
目的となる 
株式の種類 

目的となる株式の数（千株） 当中間連結
会計期間 
末残高 

（百万円）
前連結

会計年度末
増加 減少 

当中間連結 
会計期間末 

提出会社 

平成18年及び平成
19年ストック・オ
プションとしての
新株予約権 

― ― ― ― ― 129 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月15日 
定時株主総会 

普通株式 3,026 12 平成19年３月31日 平成19年６月18日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年10月24日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 4,017 16 平成19年９月30日 平成19年11月27日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、単元未満株式の買取りによる増加6千株及び平成18年６月５日の取締役会決議に基づく買い付けによる増加

2,000千株である。 

減少数の内訳は、ストック・オプション行使による減少4千株である。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(千株) 255,885 ― ― 255,885

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(千株) 1,663 2,006 4 3,664 

会社名 内訳 
目的となる 
株式の種類 

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結
会計年度末

増加 減少 
当連結 

会計年度末 

提出会社 
平 成 18 年 ス ト ッ
ク・オプションと
しての新株予約権 

― ― ― ― ― 70 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月16日 
定時株主総会 

普通株式 2,542 10 平成18年３月31日 平成18年６月19日 

平成18年10月24日 
取締役会 

普通株式 3,026 12 平成18年９月30日 平成18年11月28日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月15日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 3,026 12 平成19年３月31日 平成19年６月18日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

  

現金及び預金 17,248百万円

有価証券 39,773百万円

 計 57,021百万円
預入期間３ケ月 
を超える定期預 
金 

△192百万円

現金及び現金同 
等物 

56,828百万円

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

  

現金及び預金 19,168百万円

有価証券 36,935百万円

 計 56,103百万円
預入期間３ケ月
を超える定期預 
金 

△924百万円

現金及び現金同
等物 

55,179百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

  

現金及び預金 15,586百万円

有価証券 38,418百万円

 計 54,004百万円
預入期間３ケ月 
を超える定期預 
金 

△348百万円

現金及び現金同 
等物 

53,655百万円



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側) 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 (注)取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込法により算定している。 

  その他 
(工具器具
備品) 

(百万円) 

機械装置
及び 

運搬具 
(百万円) 

  
合計 
  

(百万円)
取得価額 
相当額 622 32 654

減価償却累
計額相当額 318 13 331

中間期末 
残高相当額 304 19 323

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側) 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(注) 同左 

  その他
(工具器具
備品) 

(百万円)

機械装置
及び 

運搬具 
(百万円)

 
合計 
  

(百万円)
取得価額 
相当額 647 38 685

減価償却累
計額相当額 439 12 452

中間期末 
残高相当額 207 25 233

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側) 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

(注)取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込法に

より算定している。 

  その他
(工具器具
備品) 

(百万円) 

機械装置
及び 
運搬具 

(百万円) 

  
合計 
  

(百万円) 
取得価額
相当額 613 42 655 

減価償却累
計額相当額

369 11 381 

期末残高
相当額 243 30 274 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 (注)未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込法に

より算定している。 

１年内 136百万円 

１年超 186百万円 

合計 323百万円 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(注) 同左 

１年内 146百万円 

１年超 86百万円 

合計 233百万円 

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

(注)未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込法により算定して

いる。 

１年内 139百万円

１年超 134百万円

合計 274百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 74百万円

減価償却費相当額 74百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 72百万円

減価償却費相当額 72百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 145百万円

減価償却費相当額 145百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失 

 はない。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

（減損損失について） 

 同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

（減損損失について） 

 同左 



(有価証券関係) 

  

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) その他有価証券で時価のあるものの減損処理にあたっては、時価が取得原価に対して50％以上下落したもの、及び30％以上

50％未満下落したもののうち回復可能性が乏しいと総合的に判断されたものについて減損処理している。なお、当中間連結

会計期間において減損の対象となるものはなかった。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

(注)  当中間連結会計期間において、非上場株式について減損処理を行っていない。 

なお、その他有価証券で時価のない株式の減損処理にあたっては、当該株式の実質価額が取得原価に比べて50％以上低下し

た場合には、株式の実質価額が著しく低下したと判断し、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、減損

処理している。 

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) その他有価証券で時価のあるものの減損処理にあたっては、時価が取得原価に対して50％以上下落したもの、及び30％以上

50％未満下落したもののうち回復可能性が乏しいと総合的に判断されたものについて減損処理している。なお、当中間連結

会計期間において減損の対象となるものはなかった。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

(注)  当中間連結会計期間において、非上場株式について減損処理を行っていない。 

なお、その他有価証券で時価のない株式の減損処理にあたっては、当該株式の実質価額が取得原価に比べて50％以上低下し

た場合には、株式の実質価額が著しく低下したと判断し、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、減損

処理している。 

種類 取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額（百万円）

株式 10,021 26,814 16,793 

合計 10,021 26,814 16,793 

  中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   

非上場株式 3,225 

コマーシャルペーパー 39,773 

優先出資証券 2,500 

種類 取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額（百万円）

株式 13,148 32,102 18,954 

合計 13,148 32,102 18,954 

  中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   

非上場株式 3,149 

コマーシャルペーパー 36,935 

優先出資証券 2,000 



  

前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて減損処理を行っていない。 

なお、当該減損処理にあたっては、時価が取得原価に対して50％以上下落したもの、及び30％以上50％未満下落したものの

うち回復可能性が乏しいと総合的に判断されたものについて減損処理している。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

(注) 当連結会計年度において、非上場株式について減損処理を行っていない。 

なお、その他有価証券で時価のない株式の減損処理にあたっては、当該株式の実質価額が取得原価に比べて50％以上低下し

た場合には、株式の実質価額が著しく低下したと判断し、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、減損

処理している。 

  

種類 取得原価(百万円) 
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額（百万円）

株 式 11,788 28,872 17,083

合計 11,788 28,872 17,083 

  連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   

非上場株式 3,222 

コマーシャルペーパー 38,418 

優先出資証券 2,500 



(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益の状況 

  

(注) １ 時価の算定方法………先物為替相場を使用している。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いている。 

前へ   次へ 

対象物の 
種類 種類 

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日） 

契約額等
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円) 

通貨 

為替予約 
取引         

売建                   

米ドル 2,550 2,611 △61 2,626 2,578 48 2,712 2,700 12 

  ユーロ 0 0 △0 0 0 △0 ― ― ― 

  買建                   

  米ドル 39 39 0 222 220 △1 173 174 0 

  ユーロ 20 20 △0 113 115 1 31 31 △0 

  
スイス

フラン 
7 7 0 40 40 △0 1 1 △0 

  合計 2,617 2,679 △61 3,004 2,955 48 2,918 2,907 13 



(ストック・オプション等関係) 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

１．ストック・オプションにかかる前中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

一般管理費 17百万円 

  

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  

  

  

当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

１．ストック・オプションにかかる当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

一般管理費 58百万円 

  

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

中間連結財務諸表提出会社の財政状態及び経営成績への影響が重要でないため記載を省略している。 

  

  平成18年ストック・オプション 
付与対象者の区分及び人数 当社の取締役9名及び執行役員13名
株式の種類別ストック・オプシ
ョンの付与数 

普通株式 39,100株

付与日 平成18年８月１日

権利確定条件および対象勤務期
間 

（１）新株予約権者は、当社の取締役または執行役員のいずれの地位を
も喪失した日の翌日（以下「権利行使開始日」という。）から新株予約
権を行使できるものとする。 
（２）上記（１）にかかわらず、新株予約権者は以下の①、②に定める
場合には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できるもの
とする。 
①平成37年６月16日に至るまで新株予約権者が権利行使日を迎えなかっ
た場合 
 平成37年６月17日から平成38年６月16日まで 
②当社が消滅会社となる合併契約書、当社が完全子会社となる株式交換
契約書の議案または株式移転の議案につき当社株主総会で承認された場
合 
 当該承認日の翌日から15日以内 

権利行使期間 
平成18年８月２日から平成38年６月16日まで
新株予約権者は、当社の取締役または執行役員のいずれの地位をも喪失
した日の翌日から新株予約権を行使できる。 

権利行使価格 １円 
付与日における公正な評価単価 2,469円



前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

１ ストック・オプションに係る当該連結会計年度における費用計上額及び科目名 

一般管理費 70百万円 

  

２ 当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容 

  

前へ     

  平成17年ストック・オプション 平成18年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人
数 

当社取締役８名および当社執行役員13

名 

当社取締役９名および当社執行役員13

名 
株式の種類別ストック・
オプションの付与数 

普通株式 62,500株 普通株式 39,100株 

付与日 平成17年６月17日 平成18年８月1日 
権利確定条件および対象
勤務期間 

なし なし 

権利行使期間 

平成17年６月18日から平成37年６月17

日まで 

行使の条件として、当社の取締役また

は執行役員のいずれの地位をも喪失し

た日の翌日から権利を行使できるとし

ている。 

平成18年８月２日から平成38年６月16

日まで 

行使の条件として、当社の取締役また

は執行役員のいずれの地位をも喪失し

た日の翌日から権利を行使できるとし

ている。 

権利行使価格 １円 １円 
付与日における公正な評
価単価 

― 2,469円 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

  

  

  
エラスト 
マー事業 
(百万円) 

エマルジョ
ン事業 
(百万円) 

合成樹脂
事業 

(百万円) 

多角化事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

56,507 11,564 30,985 79,973 179,030 ― 179,030

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

253 1,830 ― 8,649 10,732 (10,732) ―

計 56,761 13,394 30,985 88,623 189,763 (10,732) 179,030

営業費用 51,074 12,552 29,397 67,575 160,599 (9,058) 151,540

営業利益 5,686 842 1,587 21,047 29,164 (1,674) 27,490

  
エラスト 
マー事業 
(百万円) 

エマルジョ
ン事業 
(百万円) 

合成樹脂
事業 

(百万円) 

多角化事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

62,163 12,248 33,147 90,425 197,985 ― 197,985

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

285 2,172 ― 7,019 9,477 (9,477) ―

計 62,448 14,420 33,147 97,445 207,462 (9,477) 197,985

営業費用 57,233 13,645 31,452 75,019 177,351 (9,477) 167,873

営業利益 5,215 775 1,695 22,425 30,111 ― 30,111



前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分の方法 

事業区分の方法は、事業目的において区分された項目別とし、その事業規模も勘案して、エラストマー事業・エマルジョ

ン事業・合成樹脂事業及び多角化事業に区分している。 

２ 各事業区分の主要製品 

３ 営業費用の内、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、基礎的研究開発等に係る費用である。 

なお、前連結会計年度までは、次期成長事業等の研究開発費用は基礎的研究開発等に係る費用としていたが、研究開発

のステージが進捗してきたことを反映し、当中間連結会計期間より多角化事業の費用としている。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は法人税法の改正に

伴い、当中間連結会計期間より、平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価

償却の方法に変更している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当中間連結会計期間の営業費用は、

エラストマー事業が55百万円、エマルジョン事業が19百万円、合成樹脂事業が18百万円、多角化事業が169百万円増加

し、営業利益が同額減少している。 

５ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は法人税法の改正に

伴い、当中間連結会計期間より、平成19年3月31日以前に取得した資産について、改正前の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の5％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の5％相当額と備忘価額との差

額を5年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上している。この結果、従来の方法によった場合に比較して、当

中間連結会計期間の営業費用は、エラストマー事業が469百万円、エマルジョン事業が133百万円、合成樹脂事業が30百万

円、多角化事業が95百万円増加し、営業利益が同額減少している。 

  

  
エラスト 
マー事業 
(百万円) 

エマルジョ
ン事業 
(百万円) 

合成樹脂
事業 

(百万円) 

多角化事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高         

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

116,249 24,362 64,614 160,605 365,831 ― 365,831

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

536 3,575 ― 12,966 17,078 (17,078) ―

計 116,785 27,937 64,614 173,571 382,909 (17,078) 365,831

営業費用 104,416 26,161 60,748 132,839 324,166 (13,578) 310,588

営業利益 12,368 1,776 3,865 40,731 58,742 (3,499) 55,242

事業区分 主要製品 

エラストマー事業 
スチレン・ブタジエンゴム、ポリブタジエンゴム、エチレン・プロピレンゴム等の合
成ゴム及び精練加工品、熱可塑性エラストマー及び加工品 

エマルジョン事業 
スチレン・ブタジエンラテックス、アクリルエマルジョン等のエマルジョン製品及び
加工品 

合成樹脂事業 ＡＢＳ樹脂、ＡＥＳ樹脂、ＡＳ樹脂等の合成樹脂

多角化事業 

半導体製造用材料（フォトレジスト、ＣＭＰ材料、実装材料、反射防止膜等）、フラ
ットパネル・ディスプレイ用材料（カラー液晶ディスプレイ用材料、プラズマ・ディ
スプレイ用材料等）、光学材料（光ファイバー用コーティング材料、機能性コーティ
ング材料、反射防止膜用材料等、耐熱透明樹脂及び機能性フィルム等）、機能化学材
料（高機能コーティング材料、多機能高性能分散剤、工業用粒子、メディカル関連粒
子等）、化成品及び化学品類、回路検査治具等機器、包装資材、ポリマー等製造技
術、その他 

前中間連結会計期間 1,674百万円 当中間連結会計期間 ―百万円 前連結会計年度 3,499百万円



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

(注)１ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

  その他の地域……………中国、韓国、タイ、米国、欧州 

２ 「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の金額及び主な内容は、「事業の種類別セグメント情報」の「注３」と同一で

ある。 

  

当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

(注)１ 国又は地域の区分は地理的近接度によっている。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア……………………中国、韓国、タイ 

その他の地域……………米国、欧州 

  

前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

(注)１ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

  その他の地域……………中国、韓国、タイ、米国、欧州 

２ 「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の金額及び主な内容は、「事業の種類別セグメント情報」の「注３」と同一で

ある。 

  
日本 

（百万円） 
その他の地域
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高     
(1) 外部顧客に対する売
上高 

150,925 28,105 179,030 ― 179,030

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 

14,604 1,129 15,733 (15,733) ―

計 165,530 29,234 194,764 (15,733) 179,030

営業費用 140,190 25,410 165,600 (14,059) 151,540

営業利益 25,339 3,824 29,164 (1,674) 27,490

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
その他の地域
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高     
(1) 外部顧客に 

対する売上高 
151,901 35,172 10,912 197,985 ― 197,985

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

32,696 31 1,227 33,394 (33,954) ―

計 184,597 35,203 12,139 231,940 (33,954) 197,985

営業費用 155,797 34,713 11,317 201,828 (33,954) 167,873

営業利益 28,800 490 821 30,111 ― 30,111

  
日本 

（百万円） 
その他の地域
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高     
(1) 外部顧客に 

対する売上高 
308,459 57,371 365,831 ― 365,831

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

31,583 1,968 33,551 (33,551) ―

計 340,042 59,340 399,383 (33,551) 365,831

営業費用 287,357 53,283 340,640 (30,052) 310,588

営業利益 52,685 6,057 58,742 (3,499) 55,242



（地域区分の方法の変更） 

従来、所在地別セグメント情報においてアジアは「その他の地域」に分類し、個別に記載をしていなかったが、当中

間連結会計期間においてその売上高が増加したため区分して記載している。なお、前中間連結会計期間及び前連結会計

年度を当中間連結会計期間において用いた地域区分により示すと次のようになる。 

  

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

  

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
その他の地域
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

150,925 17,840 10,265 179,030 ― 179,030

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

14,604 813 316 15,733 (15,733) ―

計 165,530 18,653 10,581 194,764 (15,733) 179,030

営業費用 140,190 17,020 8,389 165,600 (14,059) 151,540

営業利益 25,339 1,632 2,191 29,164 (1,674) 27,490

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
その他の地域
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

308,459 36,446 20,925 365,831 ― 365,831

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

31,583 1,181 787 33,551 (33,551) ―

計 340,042 37,627 21,713 399,383 (33,551) 365,831

営業費用 287,357 35,365 17,917 340,640 (30,052) 310,588

営業利益 52,685 2,262 3,795 58,742 (3,499) 55,242



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア……………中国、韓国、台湾、タイ、シンガポール 

(2) 北米………………米国 

(3) その他の地域……欧州 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

  アジア 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 54,309 6,915 7,341 68,566 

Ⅱ 連結売上高(百万円)       179,030 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

30.3 3.9 4.1 38.3

  アジア 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 69,030 6,977 8,206 84,214 

Ⅱ 連結売上高(百万円)       197,985 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

34.9 3.5 4.1 42.5

  アジア 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 111,430 14,089 15,152 140,671 

Ⅱ 連結売上高(百万円)       365,831 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

30.5 3.9 4.1 38.5



(１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

  １ １株当たり純資産額 

  ２ １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 875.33円 １株当たり純資産額 990.33円 １株当たり純資産額 932.47円

１株当たり中間純利益 68.23円 １株当たり中間純利益 72.82円 １株当たり当期純利益 133.10円

潜在株式調整後１株当た
り中間純利益 

68.21円
潜在株式調整後１株当た
り中間純利益 

72.79円
潜在株式調整後１株当た
り当期純利益 

133.06円

  前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末
(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額 225,006百万円 253,815百万円 239,986百万円 

純資産の部の合計額から控除する金

額 
4,227百万円 5,161百万円 4,799百万円 

（うち新株予約権） 17百万円 129百万円 70百万円 

（うち少数株主持分） 4,210百万円 5,032百万円 4,729百万円 

普通株式に係る中間連結会計期間末

(連結会計年度末)の純資産額 
220,778百万円 248,654百万円 235,186百万円 

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた中間連結会計期間末(連結会計

年度末)の普通株式の数 

252,224千株 251,081千株 252,220千株 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

中間（当期）純利益 17,287百万円 18,347百万円 33,654百万円 

普通株主に帰属しない金額 ― ― ― 

普通株式に係る中間（当期）純利益 17,287百万円 18,347百万円 33,654百万円 

普通株式の期中平均株式数 253,388千株 251,950千株 252,850千株 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に用いられた中間

（当期）純利益調整額 

― ― ― 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に用いられた普通

株式増加数 

新株予約権71千株 新株予約権116千株 新株予約権83千株 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益の算定に含まれなかった潜在株

式 

― ― ― 



(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

  

(2)【その他】 

該当事項なし。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

  
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金   6,740   4,028   5,315   

２ 受取手形 ※6 3,047   3,069   2,844   

３ 売掛金   72,493   85,054   72,903   

４ 有価証券   39,773   36,935   38,418   

５ たな卸資産   46,155   51,220   47,124   

６ 未収入金 ※3 32,728   31,280   33,411   

７ その他   5,007   6,516   6,145   

貸倒引当金   △ 18   △ 17   △ 23   

流動資産合計   205,928 59.3 218,088 59.4 206,139 59.1 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産 
※
1,2 

  

(1) 建物   15,349   15,945   16,310   

(2) 機械装置   28,726   29,163   27,612   

(3) 土地   14,343   14,343   14,343   

(4) その他   12,910   13,919   13,851   

有形固定資産計   71,329   73,371   72,117   

２ 無形固定資産   5,630   5,748   5,327   

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券等   46,087   51,128   48,153   

(2) 長期貸付金   16,232   16,162   14,140   

(3) その他   2,272   3,012   3,023   

貸倒引当金   △ 151   △ 171   △ 172   

投資その他の資産計   64,441   70,132   65,145   

固定資産合計   141,401 40.7 149,252 40.6 142,591 40.9 

資産合計   347,330 100.0 367,340 100.0 348,731 100.0 



  

  

  
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 買掛金   69,132   75,346   71,412   

２ 短期借入金   15,343   13,843   13,843   

３ 一年以内償還社債   10,000   ―   ―   

４ 未払費用   11,447   11,739   11,171   

５ その他 ※3 23,358   22,887   21,716   

流動負債合計   129,281 37.2 123,817 33.7 118,143 33.9 

Ⅱ 固定負債               

１ 長期借入金   1,000   2,500   2,500   

２ 退職給付引当金   12,521   12,228   12,448   

３ 環境対策引当金   2,832   3,033   3,033   

４ その他   4,531   4,919   4,416   

固定負債合計   20,885 6.0 22,682 6.2 22,397 6.4 

負債合計   150,166 43.2 146,499 39.9 140,541 40.3 



  

  

  
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)              

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金   23,320 6.7 23,320 6.3 23,320 6.7 

２ 資本剰余金               

(1) 資本準備金   25,179   25,179   25,179   

 資本剰余金合計   25,179 7.3 25,179 6.9 25,179 7.2 

３ 利益剰余金               

(1) 利益準備金   3,710   3,710   3,710   

(2) その他利益剰余金               

特別償却準備金   1,031   608   827   

固定資産圧縮積立金   3,916   3,841   3,800   

  別途積立金   42,431   42,431   42,431   

  繰越利益剰余金   96,060   121,762   107,187   

 利益剰余金合計   147,150 42.4 172,354 46.9 157,957 45.3 

４ 自己株式   △ 8,288 △2.4 △ 11,235 △3.0 △ 8,299 △2.4 

株主資本合計   187,361 54.0 209,618 57.1 198,157 56.8 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券 
  評価差額金 

9,784 2.8 11,094 3.0 9,962 2.9 

評価・換算差額等合計   9,784 2.8 11,094 3.0 9,962 2.9 

Ⅲ 新株予約権   17 0.0 129 0.0 70 0.0 

純資産合計   197,163 56.8 220,841 60.1 208,189 59.7 

負債・純資産合計   347,330 100.0 367,340 100.0 348,731 100.0 



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     122,720 100.0   138,525 100.0   249,812 100.0 

Ⅱ 売上原価     81,827 66.7   91,873 66.3   166,800 66.8 

売上総利益     40,893 33.3   46,651 33.7   83,011 33.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     19,894 16.2   20,945 15.1   40,122 16.0 

営業利益     20,999 17.1   25,706 18.6   42,889 17.2 

Ⅳ 営業外収益                     

１ 受取利息   132     163     280     

２ 受取配当金   2,451     1,975     3,623     

３ その他の営業外収益   1,585 4,169 3.4 995 3,134 2.3 3,266 7,170 2.9 

Ⅴ 営業外費用                     

１ 支払利息   157     115     319     

２ その他の営業外費用   1,906 2,063 1.7 2,056 2,171 1.6 4,144 4,463 1.8 

   経常利益     23,104 18.8   26,669 19.3   45,596 18.3 

Ⅵ 特別利益 ※1   341 0.3   304 0.2   341 0.1 

Ⅶ 特別損失 ※2   305 0.2   282 0.2   1,272 0.5 

税引前中間(当期) 
純利益     23,141 18.9 26,691 19.3   44,665 17.9

法人税、住民税 
及び事業税   7,610   9,230 15,816   

法人税等調整額   148 7,758 6.4 32 9,262 6.7 △366 15,449 6.2 

中間(当期)純利益     15,382 12.5   17,429 12.6   29,216 11.7 



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 

資本 

剰余金 

利益剰余金 

資本 

準備金 

利益 

準備金 

その他利益剰余金 

利益剰余金 
合計 特別償却 

準備金 

固定資産 

圧縮積立金 

別途 

積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 23,320 25,179 3,710 971 4,323 42,431 82,956 134,392 

中間会計期間中の変動額                 

 剰余金の配当             △2,542 △2,542 

 利益処分による役員賞与             △73 △73 

 中間純利益             15,382 15,382 

 特別償却準備金の取崩       △523     523 ― 

 特別償却準備金の積立       584     △584 ― 

 固定資産圧縮積立金の取崩         △409   409 ― 

 固定資産圧縮積立金の積立         3   △3 ― 

 自己株式の取得                 

 自己株式の処分             △9 △9 

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額)                 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― ― 60 △406 ― 13,103 12,757 

平成18年９月30日残高(百万円) 23,320 25,179 3,710 1,031 3,916 42,431 96,060 147,150 

  
株主資本 評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評価差額金 

平成18年３月31日残高(百万円) △2,898 179,994 10,998 ― 190,992 

中間会計期間中の変動額           

 剰余金の配当   △2,542     △2,542 

 利益処分による役員賞与   △73     △73 

 中間純利益   15,382     15,382 

 特別償却準備金の取崩   ―     ― 

 特別償却準備金の積立   ―     ― 

 固定資産圧縮積立金の取崩   ―     ― 

 固定資産圧縮積立金の積立   ―     ― 

 自己株式の取得 △5,400 △5,400     △5,400 

 自己株式の処分 9 0     0 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 

    △1,213 17 △1,195 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △5,390 7,367 △1,213 17 6,171 

平成18年９月30日残高(百万円) △8,288 187,361 9,784 17 197,163 



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 

資本 

剰余金 

利益剰余金 

資本 

準備金 

利益 

準備金 

その他利益剰余金 

利益剰余金 
合計 特別償却 

準備金 

固定資産 

圧縮積立金 

別途 

積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成19年３月31日残高(百万円) 23,320 25,179 3,710 827 3,800 42,431 107,187 157,957 

中間会計期間中の変動額                 

 剰余金の配当             △3,026 △3,026 

 中間純利益             17,429 17,429 

 特別償却準備金の取崩       △218     218 ― 

 固定資産圧縮積立金の取崩         △110   110 ― 

 固定資産圧縮積立金の積立         150   △150 ― 

 自己株式の取得               ― 

 自己株式の処分             △5 △5 

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額)                 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― ― △218 40 ― 14,575 14,397 

平成19年９月30日残高(百万円) 23,320 25,179 3,710 608 3,841 42,431 121,762 172,354 

  
株主資本 評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評価差額金 

平成19年３月31日残高(百万円) △8,299 198,157 9,962 70 208,189 

中間会計期間中の変動額           

 剰余金の配当   △3,026     △3,026 

 中間純利益   17,429     17,429 

 特別償却準備金の取崩   ―     ― 

 固定資産圧縮積立金の取崩   ―     ― 

 固定資産圧縮積立金の積立   ―     ― 

 自己株式の取得 △2,941 △2,941     △2,941 

 自己株式の処分 5 0     0 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 

    1,131 58 1,190 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △2,935 11,461 1,131 58 12,651 

平成19年９月30日残高(百万円) △11,235 209,618 11,094 129 220,841 



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)  

  

  

（注）１ 剰余金の配当のうち2,542百万円は平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

２ 特別償却準備金の取崩のうち300百万円及び特別償却準備金の積立のうち584百万円は平成18年６月の定時株主総

会における利益処分項目である。 

３ 固定資産圧縮積立金の取崩のうち293百万円及び固定資産圧縮積立金の積立3百万円は平成18年６月の定時株主総

会における利益処分項目である。 

  

株主資本

資本金 

資本 
剰余金 

利益剰余金 

資本 
準備金 

利益
準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 特別償却
準備金 

固定資産
圧縮積立

金 

別途
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 23,320 25,179 3,710 971 4,323 42,431 82,956 134,392 

事業年度中の変動額                 

 剰余金の配当（注1）             △5,568 △5,568 

 利益処分による役員賞与             △73 △73 

 当期純利益             29,216 29,216 

 特別償却準備金の取崩（注2）       △747     747 ― 

 特別償却準備金の積立（注2）       603     △603 ― 

 固定資産圧縮積立金の取崩（注3）         △525   525 ― 

 固定資産圧縮積立金の積立（注3）         3   △3 ― 

 自己株式の取得               ― 

 自己株式の処分             △9 △9 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額)               ― 

事業年度中の変動額合計 
(百万円) ― ― ― △143 △522 ― 24,230 23,564 

平成19年３月31日残高(百万円) 23,320 25,179 3,710 827 3,800 42,431 107,187 157,957 

  
株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計 
自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評価差額金 

平成18年３月31日残高(百万円) △2,898 179,994 10,998 ― 190,992 

事業年度中の変動額           

 剰余金の配当（注1）   △5,568     △5,568 

 利益処分による役員賞与   △73     △73 

 当期純利益   29,216     29,216 

 特別償却準備金の取崩（注2）   ―     ― 

 特別償却準備金の積立（注2）   ―     ― 

 固定資産圧縮積立金の取崩（注3）   ―     ― 

 固定資産圧縮積立金の積立（注3）   ―     ― 

 自己株式の取得 △5,411 △5,411     △5,411 

 自己株式の処分 9 0     0 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額) 

  ― △1,035 70 △965 

事業年度中の変動額合計 
(百万円) △5,401 18,162 △1,035 70 17,197 

平成19年３月31日残高(百万円) △8,299 198,157 9,962 70 208,189 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法に基づく原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

中間期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法に基づく原価

法または償却原価法 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

時価のないもの 

同左 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のないもの 

同左 

 (2) デリバティブ 

時価法 

 (2) デリバティブ 

同左 

 (2) デリバティブ 

    同左 

 (3) たな卸資産 

総平均法に基づく原価法 

  

 (3) たな卸資産 

同左 

 (3) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

定率法によっている。 

ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設備

を除く)については、定額法に

よっている。 

なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってい

る。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

定率法によっている。 

ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設備

を除く)については、定額法に

よっている。 

なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってい

る。 

（会計処理の変更） 

当社は法人税法の改正に伴

い、当中間会計期間より、平成

19年4月1日以降に取得した有形

固定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方法

に変更している。これにより、

営業利益、経常利益及び税引前

中間純利益はそれぞれ224百万

円減少している。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

定率法によっている。 

ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設備

を除く)については、定額法に

よっている。 

なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってい

る。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  （追加情報） 

当社は法人税法の改正に伴

い、当中間会計期間より、平成

19年3月31日以前に取得した資

産について、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の5％に到達し

た事業年度の翌事業年度より、

取得価額の5％相当額と備忘価

額との差額を5年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて

計上している。この結果、従来

の方法に比べ、営業利益は648

百万円、経常利益及び税引前中

間純利益はそれぞれ672百万円

減少している。 

  

  

 (2) 無形固定資産 

定額法を採用している。 

なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっている。 

ただし、のれんについては均

等償却(５年)している。自社利

用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によってい

る。 

  

 (2) 無形固定資産 

 同左 

  

 (2) 無形固定資産 

 同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込

額を計上している。 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 



  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(2) 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額

に基づき当中間会計期間におい

て発生していると認められる額

を計上している。 

 (会計処理の変更) 

当中間会計期間から「役員賞

与に関する会計基準」(企業会

計基準委員会 平成17年11月29

日 企業会計基準第４号)を国

内会社に適用している。なお、

この変更による営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益に与

える影響は軽微である。 

  

(2) 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額

に基づき当中間会計期間におい

て発生していると認められる額

を計上している。 

(2) 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額

に基づき当事業年度において発

生していると認められる額を計

上している。 

（会計処理の変更） 

当事業年度から「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基

準委員会 平成17年11月29日 

企業会計基準第4号)を適用して

いる。なお、この変更による営

業利益、経常利益及び税引前当

期純利益に与える影響は軽微で

ある。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上している。 

数理計算上の差異は、発生事

業年度の翌事業年度に一括して

費用処理している。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（３年）による

定額法により按分した額を費用

処理している。 

  

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額

を計上している。 

数理計算上の差異は発生事業

年度の翌事業年度に一括して費

用処理している。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（３年）による

定額法により按分した額を費用

処理している。 

(4) 環境対策引当金 

ポリ塩化ビフェニル（ＰＣ

Ｂ）の処分等にかかる支出に備

えるため、今後発生すると見込

まれる金額を計上している。 

  

(4) 環境対策引当金 

同左 

(4) 環境対策引当金 

同左 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理している。 

  

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

同左 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理している。 

５ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ている。 

  

５ リース取引の処理方法 

同左 

５ リース取引の処理方法 

同左 



  

    
  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

６ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

通貨スワップ取引について

は、振当処理の要件を満たし

ている場合は振当処理を、金

利スワップ取引については、

特例処理の要件を満たしてい

る場合は特例処理を採用して

いる。 

  

６ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

通貨スワップ 

金利スワップ 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

同左 

（ヘッジ対象） 

外貨建貸付金 

借入金の利息 

  

（ヘッジ対象） 

同左 

（ヘッジ対象） 

同左 

(3) ヘッジ方針 

外貨建貸付金の為替変動リ

スク及び借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で、それ

ぞれ通貨スワップ、金利スワ

ップ取引を行っており、ヘッ

ジ対象の識別は個別契約毎に

行っている。 

  

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段及びヘッジ対象

に関する重要な条件が同一で

あり、ヘッジ開始時及びその

後も継続して相場変動等を完

全に相殺するものと想定でき

るため、ヘッジ有効性の判定

は省略している。 

  

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７ その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

(1) 消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によってい

る。 

７ その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

(1)  同左 

７ その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

(1)  同左 

(2) 中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当期

において予定している圧縮積

立金及び特別償却準備金の積

立て及び取崩しを前提とし

て、当中間会計期間に係る金

額を計算している。 

(2)  ―――― (2)  ―――― 



会計処理の変更 

  
    

  

表示方法の変更 

  

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17年

12月9日 企業会計基準第５号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17年12月9

日 企業会計基準適用指針第８号)

を適用している。なお、従来の「資

本の部」の合計に相当する金額は

197,146百万円である。 

なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間財務諸表は、改正後の中間財務諸

表等規則により作成している。 

  

（ストック・オプション等に関する

会計基準等） 

当中間会計期間から「ストック・

オプション等に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月27日 企業会計基準第８号）及び

「ストック・オプション等に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 終改正平成18年5月31

日 企業会計基準適用指針第11号）

を適用している。なお、この変更に

よる営業利益、経常利益及び税引前

中間純利益に与える影響は軽微であ

る。 

  

―――― 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等） 

当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準第５号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17年12月9

日 企業会計基準適用指針第８号)

を適用している。なお、従来の「資

本の部」の合計に相当する金額は

208,119百万円である。 

なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成してい

る。 

  

（ストック・オプション等に関する

会計基準等） 

当事業年度から「ストック・オプ

ション等に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 平成17年12月27日

企業会計基準第8号）及び「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員会

終改正平成18年5月31日 企業会

計基準適用指針第11号）を適用して

いる。なお、この変更による営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益

に与える影響は軽微である。 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

（中間貸借対照表） 

 前中間会計期間において区分掲記していた「流動資

産」の「短期貸付金」「繰延税金資産」、「有形固定

資産」の「建設仮勘定」、「流動負債」の「未払金」

「未払法人税等」及び「固定負債」の「繰延税金負

債」は、それぞれ金額的重要性が乏しいため、当中間

会計期間より「その他」に含めて表示している。当中

間会計期間における金額は、「短期貸付金」1,647百万

円、「繰延税金資産」2,624百万円、「建設仮勘定」

1,617百万円、「未払金」6,531百万円、「未払法人税

等」7,662百万円、「繰延税金負債」3,243百万円であ

る。 

  

―――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

214,135百万円 

※２ 担保に供している資産 

(上記に対応する債務名称及

び金額) 

  有形固定資産 
    (財団根抵当) 

13,914百万円

  銀行取引に伴う 
債務 

1百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

223,981百万円 

※２ 担保に供している資産 

(上記に対応する債務名称及

び金額) 

  有形固定資産
    (財団根抵当) 

12,953百万円

  銀行取引に伴う
債務 

1百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

218,622百万円 

※２ 担保に供している資産 

(上記に対応する債務名称及

び金額) 

 有形固定資産 
    (財団根抵当) 

13,637百万円

 銀行取引に伴う 
債務 

1百万円

※３ 未払消費税等は「仮払消費税

等」及び「仮受消費税等」を

相殺して流動負債の「その

他」に含めて表示している。 

※３ 未収消費税等は「仮払消費税

等」及び「仮受消費税等」を

相殺して流動資産の「未収入

金」に含めて表示している。 

※３ ―――― 

４ 偶発債務 

下記会社等の借入債務に対し次

のとおり債務保証を行っている。 

保証先 保証債務額 

従業員 182百万円

JSR Micro N.V. 527百万円

その他(2社) 21百万円

計 731百万円

４ 偶発債務 

下記会社等の借入債務に対し次

のとおり債務保証を行っている。 

保証先 保証債務額 

従業員 134百万円

JSR Micro N.V. 191百万円

その他(2社) 3百万円

計 329百万円

４ 偶発債務 

下記会社等の借入債務に対し次

のとおり債務保証を行っている。 

保証先 保証債務額 

JSR Micro N.V. 369百万円

従業員 155百万円

その他(2社) 13百万円

計 538百万円

５ 輸出為替手形割引高 

333百万円

５ 輸出為替手形割引高 

333百万円

５ 輸出為替手形割引高 

272百万円

※６ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理している。 

当中間会計期間の末日は金融

機関の休業日であったため、次

の満期手形が中間会計期間末日

残高に含まれている。 

受取手形 426百万円 

※６ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理している。 

当中間会計期間の末日は金融

機関の休業日であったため、次

の満期手形が中間会計期間末日

残高に含まれている。 

受取手形 421百万円 

※６ 事業年度末日満期手形の会計

処理については、手形交換日を

もって決済処理している。 

当事業年度の末日は金融機関

の休業日であったため、次の満

期手形が事業年度末日残高に含

まれている。 

受取手形 311百万円 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 特別利益の主要項目 

営業譲渡益 341百万円

※１ 特別利益の主要項目 

営業譲渡益 304百万円

※１ 特別利益の主要項目 

営業譲渡益 341百万円

※２ 特別損失の主要項目 

アスベスト処理
費用 

281百万円

固定資産廃棄損 23百万円

※２ 特別損失の主要項目 

固定資産廃棄損 282百万円

※２ 特別損失の主要項目 

固定資産廃棄損 782百万円

アスベスト処理
費用 

288百万円

環境対策引当金
繰入額 

201百万円

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 5,759百万円

無形固定資産 760百万円

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 6,419百万円

無形固定資産 812百万円

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 12,111百万円

無形固定資産 1,540百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、単元未満株式の買取りによる増加２千株及び平成18年６月５日の取締役会決議に基づく買い付けによる

増加2,000千株である。 

減少数の内訳は、ストック・オプション行使による減少４千株である。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、単元未満株式の買取りによる増加２千株及び平成19年８月21日の取締役会決議に基づく買い付けによる

増加1,138千株である。 

減少数の内訳は、ストック・オプション行使による減少２千株である。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、単元未満株式の買取りによる増加６千株及び平成18年６月５日の取締役会決議に基づく買い付けによる

増加2,000千株である。 

減少数の内訳は、ストック・オプション行使による減少４千株である。 

  

次へ 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(千株) 1,663 2,002 4 3,661

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(千株) 3,664 1,140 2 4,803

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(千株) 1,663 2,006 4 3,664



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(注)取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込法により算定している。 

  工具器具

備品 
(百万円) 

車両 
運搬具 
(百万円) 

  
合計 
  

(百万円)

取得価額 
相当額 527 11 538

減価償却累

計額相当額 270 4 275

中間期末 
残高相当額 256 6 263

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(注) 同左 

  

  

  

  

  工具器具

備品 
(百万円)

車両

運搬具 
(百万円)

合計 
  

(百万円)

取得価額 
相当額 546 22 569

減価償却累

計額相当額 384 4 389

中間期末 
残高相当額 162 17 179

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

(注)取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込法に

より算定している。 

  工具器具

備品 
(百万円) 

車両 
運搬具 

(百万円) 

  
合計 
  

(百万円) 
取得価額

相当額 527 22 550 

減価償却累

計額相当額
326 2 329 

期末残高

相当額 200 20 220 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 (注)未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込法

により算定している。 

１年内 114百万円

１年超 149百万円

合計 263百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(注) 同左 

  

  

  

  

  

１年内 120百万円

１年超 59百万円

合計 179百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

(注)未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込法により算定して

いる。 

１年内 116百万円

１年超 103百万円

合計 220百万円

(3) 当中間会計期間の支払リース

料等 

支払リース料 57百万円

減価償却費 
相当額 

57百万円

(3) 当中間会計期間の支払リース

料等 

支払リース料 60百万円

減価償却費
相当額 

60百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 115百万円

減価償却費
相当額 

115百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっている。 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失

はない。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

  

  

（減損損失について） 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

  

  

（減損損失について） 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはない。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

  

前へ     



 (2) 【その他】 

平成19年10月24日開催の取締役会において、当社定款第31条の規定に基づき、平成19年９月30日現在の株主名

簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主又は登録質権者に対し金銭の分配(中間配当)を次のとおり行う旨

決議した。 

  

  

  

  

(イ)中間配当金の総額   4,017百万円   

(ロ)１株当たりの中間配当金額   16円   

(ハ)支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成19年11月27日 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第62期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成19年６月15日関東財務局長に提出。 

(2) 訂正発行登録書 

  平成19年６月15日関東財務局長に提出。 

(3) 自己株券買付状況報告書 

  平成19年9月10日、平成19年10月５日、平成19年11月７日及び平成19年12月７日関東財務局長に提出。 

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月７日

ＪＳＲ株式会社 

取締役会 御中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているJSR株

式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年4月1日から平成18年9

月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変

動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、JSR株式会社及び連結子会社の平成18年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会

計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                          以 上 

  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士 高  橋     宏  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士 和  田  正  夫  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士 河  西  正  之  ㊞ 

  
※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（半期報告書提出会社）が別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月6日

ＪＳＲ株式会社 

取締役会 御中 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるJSR株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年4月1日から

平成19年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主

資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、JSR株式会社及び連結子会社の平成19年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会

計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                          以 上 

  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士 飯  田  輝  夫  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士 山  田  眞 之 助  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士 河  西  正  之  ㊞ 

  
※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（半期報告書提出会社）が別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月７日

ＪＳＲ株式会社 

 取締役会 御中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているJSR株

式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第62期事業年度の中間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月

30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、JSR株式会社の平成18年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年4月1日から平

成18年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

  あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士 高  橋     宏  ㊞   

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士 和  田  正  夫  ㊞   

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士 河  西  正  之  ㊞   

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（半期報告書提出会社）が別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月6日

ＪＳＲ株式会社 

 取締役会 御中 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるJSR株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第63期事業年度の中間会計期間（平成19年4月1日から平

成19年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、JSR株式会社の平成19年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年4月1日から平

成19年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

  あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士 飯  田  輝  夫  ㊞   

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士 山  田  眞 之 助  ㊞   

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士 河  西  正  之  ㊞   

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（半期報告書提出会社）が別途保管している。 
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